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11．．ははじじめめにに  

全国の都市は、高度経済成長期から人口増加と

経済成長を背景として拡大を続けてきたが、近年

は人口減少、高齢化、産業構造の変化、建設コス

トの高騰、人手不足など、都市を取り巻く環境は

大きく変化している。また、国際都市間の競争激

化に加え、大規模地震や気候変動に伴い頻発化す

る水害などの自然災害への対応に加え、再生可能

エネルギーの活用などによる脱炭素社会の実現、

人口減少社会への対応や既存ストックの有効活用

による持続可能な都市構造への転換、さらにはデ

ジタル技術を活用したスマートシティの推進など、

都市に求められる役割は年々多様化している。 

戦後の高度経済成長期を経て、情報化、国際化、

少子高齢化等の社会経済情勢の変化に対応するた

め、都市の国際競争力の強化や都市機能の更新、

良好な都市の居住環境の形成を目的として、平成

１４年に都市再生特別措置法が制定された。同法

は、従来の都市計画法に基づく個別事業制度を補

完しながら、金融機関やデベロッパーをはじめと

した民間企業等が持つ活力やノウハウを最大限活

用することにより、迅速に、かつ効果的に都市の

再生を推進するため整備された。 

都市再生特別措置法の制定から２０年以上が経

過した現在、東京、大阪、名古屋をはじめ全国各

地で同法を活用した官民連携の都市再生プロジェ

クトが実施され、都市機能の更新や国際競争力の

向上、防災機能の向上、地域活性化等にぎわいの

創出、道路や広場をはじめとした公共空間の再編

など、多面的な効果をもたらしてきた。一方で、

人口減少や少子高齢化、物価高騰や人手不足によ

る建設費の上昇、所有者不明土地問題等をはじめ

とする権利調整の複雑化と、防災・環境・地域価

値向上など事業に求められる社会的要請の高度

化、・多様化に伴う事業期間の長期化など、事業を

取り巻く環境は都市再生特別措置法制定時とは大

きく異なっており、同法を含めた都市再生に関係

する法律や制度も、社会情勢の変化に対応しなが

ら見直しが継続的に行われている。 

令和８年には、このような状況を踏まえ、地方

部を中心に進む人口減少に伴い深刻化するまちな

かの魅力不足による若年層の地方離れ等による都

市機能維持が困難となっていること、また、市街

地整備事業等における所有者不明土地対策など、

都市再生を取り巻く諸課題への対応を図るため、

都市再生特別措置法に加え土地区画整理法や都市

再開発法を含めた関連制度について所要の見直し

が行われた。 

本稿では、まず都市再生特別措置法が果たして

きた役割と効果及びこれまでの制度改正の経緯を

概観した上で、市街地再開発事業との関係や令和

８年改正の意義について整理する。さらに、実際

に事業に携わる立場から、現行制度上の課題や今

後の制度改善の方向性について考察することとし

たい。 

 

特集  2026 年 5 月成立の都市再生特別措置法等の一部を改正する法律について  
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22．．都都市市再再生生特特別別措措置置法法のの役役割割とと令令和和８８年年改改正正  

(1)都市再生特別措置法制定の背景 

都市再生特別措置法は、バブル経済崩壊後の長

期的な経済停滞の中で、経済の再生と都市の国際

競争力強化を図ることなどを目的として平成１４

年に制定された。制定当時は、全国の大都市にお

いて都市基盤や既存ストックの老朽化が進む一方、

都市機能の更新に必要な民間投資は停滞しており、

また、既存の都市計画や市街地再開発事業等によ

る個別事業のみでは、迅速に、かつ戦略的な都市

機能更新を進めることが困難な状況にあった。 

このような状況を背景としつつ、平成１４年に

閣議決定した都市再生基本方針において、都市を

国の活力の源泉としつつ国家的な重要課題として

位置付け、民間の資金やノウハウを最大限活用し

ながら、官民連携により都市再生を推進するため

の横断的な制度として、都市再生特別措置法が制

定された。 

(2)都市再生特別措置法による都市再生の推進 

都市再生特別措置法の特徴は、行政主導ではな

く、官民連携のもと民間活力を活用しながら都市

再生を進める点にある。同法に基づき指定された

都市再生緊急整備地域では、容積率や用途規制等

に係る土地利用規制の緩和や、民間事業者による

都市計画の提案、事業認可等の手続期間の短縮、

税制・金融支援などが講じられ、多くの民間投資

が誘発されてきた。当社が長年取り組んできた大

手町・丸の内・有楽町地区の再構築、大手町二丁

目常盤橋地区なども、都市再生特別措置法に基づ

く制度的支援を活用しながら推進された代表的な

事例である。特に大手町地区では、街区ごとに段

階的な建て替えを行う連鎖型再開発により、都市 

 

 

 

 
 
 

図1 大手町一丁目第３地区 

（大手町フィナンシャルシティ グランキューブ） 
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機能を維持しつつ土地の高度利用を実現し、国際

水準のオフィスの整備等を通じた国際金融機能の

強化や業務支援機能の導入、国際水準の宿泊施設

の整備等国際競争力の強化、防災性向上、環境負

荷低減など、多様な効果を生み出してきた。また、

東京のみならず、札幌、仙台、名古屋、大阪、福

岡など全国各地において都市再生事業が進められ、

都市機能更新や地域経済活性化に大きく貢献して

いる。 

 

(3)都市再生特別措置法が果たしてきた役割と効 

  果 

都市再生特別措置法は、平成１４年の制定以来、

日本の都市再生を推進するための基本的な枠組み

として機能し、都市機能の更新や都市の国際競争

力強化に大きく寄与してきた。同法の最大の特徴

は、新たな都市再生にかかる制度を創設した法律

ではなく、都市計画法、都市再開発法、土地区画

整理法、建築基準法等の既存の制度体系を前提と

しつつ、これらに横断的な特例措置や支援措置を

加え、都市再生を迅速に、かつ重点的に推進する

ための制度として構築されている点である。既存

の市街地再開発事業や土地区画整理事業は各法に

基づいて施行される一方、都市再生特別措置法は、

都市再生緊急整備地域の指定や民間都市再生事業

計画の認定、都市再生特別地区や都市計画提案な

ど都市計画等の特例に加え、金融・税制支援等の

特別の措置が講じられ、これら既存制度が連携さ

れることで都市再生を加速させる役割を担ってい

る。特に、都市再生緊急整備地域及び特定都市再

生緊急整備地域といった新たな制度の創設により、

都市計画マスタープランに加え、国と地方公共団

体、そして民間事業者が共通の将来像を共有しな

がら、都市機能の集積や基盤整備を一体的に推進

するための枠組みが整備された。また、民間都市

再生事業計画や都市再生特別地区の活用により、

民間事業者のノウハウや創意工夫を生かした都市

再生が進み、従来の行政主導型のまちづくりに加

え、民間事業者を起点とした都市再生が各地で展

開されるようになった。その結果、東京、大阪、

名古屋をはじめ全国の都市部において、大規模複

合開発や駅周辺の再整備、交通結節点機能の強化、

防災性の向上、充実した公共空間など、多様な都

市再生プロジェクトが進められてきた。 

例えば、東京駅周辺では、大手町・丸の内・有

楽町地区において都市再生特別地区等を活用しな

がら、国際金融・ビジネス機能の集積や歩行者ネ

ットワークの整備、環境性能の高い建築物の整備

などが進められ、常盤橋地区においては、現在、

ビジネス交流機能の導入による国際競争力の強化

や、防災機能の向上を兼ね備えた大規模複合開発

が進められている。さらに、渋谷駅周辺地区や虎

ノ門・麻布台地区、大阪のうめきた地区などにお

いても、交通結節機能の強化やオープンスペース

の創出、大規模災害対応に要する機能整備など防

災機能の向上に資する都市再生が進められ、個性

豊かな各都市の魅力向上や国際競争力の強化に大

きく寄与している。 

このように、都市再生特別措置法は、単に老朽

化した既存建物の建替えや土地利用の高度化を促

進する制度にとどまらず、民間事業者のノウハウ

や工夫、投資を呼び込みつつ、都市の国際競争力、

防災性、環境性能及び地域価値の向上を総合的に

実現するためのプラットフォームとして機能して

きた。人口減少・少子高齢化が進行する中におい

ても、各都市が持つヒト・モノ・カネといった限

られた資源を最大限活用し、持続可能で魅力ある

都市を形成していくことの重要性はますます高ま

るものと考えられる。このような点において、こ

れまで都市再生特別措置法が果たしてきた役割は

極めて大きく、施行から２０年以上が経過した現

在においてもなお失われていない。特に、長期的

な視点に立って地域価値の向上を目指す民間事業

者の取り組みを制度的に後押ししてきた点は、同

法が都市再生に果たしてきた重要な役割の一つで

あると考えられる。 

(4)制度改正の積み重ね 

このように、これまで都市再生に大きな役割を

担ってきた都市再生特別措置法は、制定後も社会

情勢の変化に応じて継続的な見直しが行われてき
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極めて大きく、施行から２０年以上が経過した現

在においてもなお失われていない。特に、長期的

な視点に立って地域価値の向上を目指す民間事業

者の取り組みを制度的に後押ししてきた点は、同

法が都市再生に果たしてきた重要な役割の一つで

あると考えられる。 

(4)制度改正の積み重ね 

このように、これまで都市再生に大きな役割を

担ってきた都市再生特別措置法は、制定後も社会

情勢の変化に応じて継続的な見直しが行われてき

た。 

平成２６年に行われた改正では、地方都市の拡

散した市街地で急激な人口減少が見込まれる中、

都市全体の構造を見渡しつつ居住者の生活を支え

るようコンパクトなまちづくりを推進するために

立地適正化計画制度が創設され、都市機能誘導区

域や居住誘導区域を設定する仕組みが導入された。 

続く令和２年改正では、頻発・激甚化する自然

災害への対応を図るため、災害ハザードエリアに

おける新規立地の抑制や移転の促進、立地適正化

計画へ防災指針を記載事項とするなど、安全なま

ちづくりを推進するための制度改定が行われた。

また、併せて「居心地がよく歩きたくなる」まち

なかづくりを推進するため、歩道の拡幅などをは

じめとし、滞在することへの快適性・魅力の向上

に資する取り組みを推進する滞在快適性等向上区

域や、当該区域内の土地所有者等が、市町村の取

り組みと併せて交流・滞在空間を創出する一体型

滞在快適性等向上事業といった制度が創設され、

官民連携のもとで公共空間と民間空間を一体的に

活用し、交流・滞在空間を創出するための制度も

整備された。 

このような制度改正の経緯を見ると、都市再生

特別措置法は、制定当初の都市機能更新や都市の

国際競争力強化を中心とした制度から、人口減少

社会への対応、防災性の向上、さらには公共空間

の利活用や地域価値の維持・向上といった、多様

な社会的課題に対応する制度へとその役割を発展

させてきたことが分かる。都市再生の対象は、建

物や都市基盤の整備にとどまらず、地域の魅力や

にぎわいの創出、多様な主体が連携して地域価値

を持続的に高めるエリアマネジメントへと広がっ

てきており、都市再生特別措置法は、その時々の

社会的要請を制度として取り込みながら進化を続

けてきたことが伺える。 

(5)令和８年改正の概要 

令和８年改正もこうした制度の進化の延長線上

に位置づけられるものであり、人口減少や社会経

済情勢の変化を踏まえ、都市再生を取り巻く新た

な課題に対応するため、都市再生特別措置法を中

心として改正がおこなわれた。従来の都市機能の

更新や民間開発の促進に加え、地域が持つ固有の

魅力や価値を維持・向上させつつ、持続可能な都

市再生を推進することが大きな方向性として示さ

れている。 

改正内容の一つ目は、都市機能の更なる集積・

連携による地域の活性化である。人口減少が進む

中においても都市の活力を維持するため、立地適

正化計画にインキュベーション施設等の業務支援

施設やスタジアム等の集客施設といった地域の活

性化につながる特定業務施設等の誘導に関する事

項を記載可能とし、同区域で市街地再開発事業を

行うことが可能とすべく、施行区域について都市

再開発法も合わせて改正されている。また、人的・

予算的な理由で一定の制約がある小規模市町村な

どで、施設整備や維持管理の負担が課題となって

いるところ、複数の市町村が役割分担をしつつ広

域に連携することを促進するため、都道府県に、

立地適正化計画に関する市町村間の調整権限を付

与する旨の改正が行われている。 

二つ目は、地域の歴史・文化や景観・環境に根

ざすまちづくりの推進である。都市再生は都市機

能の高質化や国際競争力の強化に注目しがちであ

るが、本改正では、地域固有の歴史や文化、景観、

自然環境などを生かした魅力ある都市空間の形成

を促進する制度が創設され、地域の個性を活かし

た都市再生を推進する方向性が示されている。具

体的には、市町村が都市再生整備計画に固有魅力

向上区域を位置づけ、地域価値向上の起爆剤とな

る既存建築物の有効活用を促進し、住民のシビッ

クプライドの醸成、また地域の外からの稼ぐ力を

向上することで、都市としての持続可能性を高め

ていくことを目的とした拡充が行われている。 

さらに、計画の段階から、民間事業者が公共貢

献として整備する公共公益施設について将来行わ

れる管理運営を想定した上で適切に評価し、中長

期的に地域価値向上に資する事業を促すための制

度拡充等が図られるとともに、より安全な市街地

への居住の誘導を促すため、居住誘導区域から災

害危険区域の除外といった改正も行われている。 
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このように、令和８年改正は、都市開発を促進

する制度に加え、地域の魅力や価値を維持・向上

させつつ、官民連携のもと多様な主体が持続的に

都市を育てていくといった内容も多く含まれてい

る。都市を取り巻く環境が大きく変化する中にあ

っても、法律制定当初から都市再生特別措置法は

官民連携を基礎としながら、都市機能の更新や国

際競争力強化、防災性向上などに大きな役割を果

たしてきた。人口減少をはじめとして社会情勢が

変化する現在においてもその役割は決して小さく

なっておらず、むしろ人口減少社会において、ま

ちが持つ限られた資源の有効活用や都市機能の集

約化が求められる中、都市再生にかかるこのよう

な制度は、絶えず拡充や改正が継続されており、

その重要性は今後さらに高まっていくものと考え

られる。 

 

33．．都都市市再再生生特特別別措措置置法法とと都都市市再再開開発発法法にに基基づづ  

くく市市街街地地再再開開発発事事業業ととのの関関係係  

(1)都市再生特別措置法と都市再開発法との関係 

これまで、都市再生特別措置法がまちづくりに

果たしてきた役割等について述べてきたが、ここ

からは再開発事業に携わる担当者として、同法と

密接に関係する都市再開発法についても述べてい

くこととしたい。 

都市再生特別措置法と都市再開発法は、いずれ

も都市の再生や都市機能の更新を目的とする制度

であるが、その役割は異なる。都市再生特別措置

法が、都市再生基本方針、都市再生緊急整備地域

及び地域整備方針を通じて「どの都市を、どのよ

うな方向に再生するのか」という政策目標や目指

すべき都市のイメージを示す枠組みを担っている

のに対し、都市再開発法は、このような政策的な

目標をまちづくりという観点で実現するために行

う再開発事業において、権利変換や補償等の具体

的な事業手法を定める法律として位置づけられる。 

例えば、国際競争力の強化、防災機能の向上、

にぎわい性のある公共空間の整備といった都市再

生を進める上で定めた政策目標は都市再生特別措

置法で示されるところ、これを実際の市街地にお

いて実現するためには、市街地再開発事業で進め

られる権利調整や建築物の共同化、高度利用化が

必要になってくる。このような点において、都市

再生特別措置法と都市再開発法は、目指すべき方

向性として定められた政策と、これを実現する事

業手法とした相互に補完する関係にある。実際に

は、都市再生特別措置法に基づく都市再生緊急整

備地域等において、民間事業者による提案に基づ

き都市計画決定が行われ、その実現手段として都

市再開発法による第一種市街地再開発事業が活用

されるケースも多い。両制度は相互補完的な関係

にあり、都市再生を実現するための車の両輪とし

て機能してきたと言える（図２）。 

(2)市街地再開発事業が果たしてきた役割 

市街地再開発事業は、昭和４４年の都市再開発

法制定以来、日本の都市の再生を支える代表的な

事業手法として活用されてきた。従前の細分化さ

れた土地利用や老朽化した建築物を一体的に更新

することにより、土地の高度利用、防災性の向上、

公共施設整備、都市機能の集積など、既成市街地

が抱える様々な課題を解決しつつ、都市計画事業

として多様な政策目的を同時に実現できる点が大

きな特徴である。特に、駅前に隣接するエリアや

都心部の再整備においては、土地の高度利用によ

り生み出された土地により、道路や広場等の公共

施設と建物を一体的に整備できることから、既成

市街地において都市基盤の再構築に大きく寄与し

てきた。また、権利変換といった手法が活用され

ることから、多数の権利者が存在する地区におい

ても個々の権利関係を整理しながら事業を進める

ことが可能となり、公共施設整備と建物開発を一

体的に推進できる事業手法として重要な役割を担

ってきた。実際に１９６９年（昭和４４年）の都

市再開発法制定以降、２０２５年３月末までの間、

１０５０地区が事業完了している。さらに、近年

では単なる土地の高度利用にとどまらず、国際競

争力の強化、防災機能の向上、脱炭素社会への対

応、エリアマネジメントの推進など、都市に求め

られる新たな機能を実現する場としてもその役割

を広げている。 
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このように、令和８年改正は、都市開発を促進

する制度に加え、地域の魅力や価値を維持・向上

させつつ、官民連携のもと多様な主体が持続的に

都市を育てていくといった内容も多く含まれてい

る。都市を取り巻く環境が大きく変化する中にあ

っても、法律制定当初から都市再生特別措置法は

官民連携を基礎としながら、都市機能の更新や国

際競争力強化、防災性向上などに大きな役割を果

たしてきた。人口減少をはじめとして社会情勢が

変化する現在においてもその役割は決して小さく
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くこととしたい。 

都市再生特別措置法と都市再開発法は、いずれ

も都市の再生や都市機能の更新を目的とする制度

であるが、その役割は異なる。都市再生特別措置

法が、都市再生基本方針、都市再生緊急整備地域

及び地域整備方針を通じて「どの都市を、どのよ

うな方向に再生するのか」という政策目標や目指

すべき都市のイメージを示す枠組みを担っている

のに対し、都市再開発法は、このような政策的な

目標をまちづくりという観点で実現するために行

う再開発事業において、権利変換や補償等の具体

的な事業手法を定める法律として位置づけられる。 

例えば、国際競争力の強化、防災機能の向上、

にぎわい性のある公共空間の整備といった都市再

生を進める上で定めた政策目標は都市再生特別措

置法で示されるところ、これを実際の市街地にお

いて実現するためには、市街地再開発事業で進め

られる権利調整や建築物の共同化、高度利用化が

必要になってくる。このような点において、都市

再生特別措置法と都市再開発法は、目指すべき方

向性として定められた政策と、これを実現する事

業手法とした相互に補完する関係にある。実際に

は、都市再生特別措置法に基づく都市再生緊急整

備地域等において、民間事業者による提案に基づ

き都市計画決定が行われ、その実現手段として都

市再開発法による第一種市街地再開発事業が活用

されるケースも多い。両制度は相互補完的な関係

にあり、都市再生を実現するための車の両輪とし

て機能してきたと言える（図２）。 

(2)市街地再開発事業が果たしてきた役割 

市街地再開発事業は、昭和４４年の都市再開発

法制定以来、日本の都市の再生を支える代表的な

事業手法として活用されてきた。従前の細分化さ

れた土地利用や老朽化した建築物を一体的に更新

することにより、土地の高度利用、防災性の向上、

公共施設整備、都市機能の集積など、既成市街地

が抱える様々な課題を解決しつつ、都市計画事業

として多様な政策目的を同時に実現できる点が大

きな特徴である。特に、駅前に隣接するエリアや

都心部の再整備においては、土地の高度利用によ

り生み出された土地により、道路や広場等の公共

施設と建物を一体的に整備できることから、既成

市街地において都市基盤の再構築に大きく寄与し

てきた。また、権利変換といった手法が活用され

ることから、多数の権利者が存在する地区におい

ても個々の権利関係を整理しながら事業を進める

ことが可能となり、公共施設整備と建物開発を一

体的に推進できる事業手法として重要な役割を担

ってきた。実際に１９６９年（昭和４４年）の都

市再開発法制定以降、２０２５年３月末までの間、

１０５０地区が事業完了している。さらに、近年

では単なる土地の高度利用にとどまらず、国際競

争力の強化、防災機能の向上、脱炭素社会への対
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られる新たな機能を実現する場としてもその役割
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図 2 都市再生特別措置法と都市再開発法との関係 

 

 

 

 

(3)制度創設当時の社会経済環境 

もっとも、都市再開発法が制定された昭和４４

年当時と現在とでは、事業を取り巻く環境は大き

く異なっている。 

都市再開発法制定当時の日本は高度経済成長の

最中にあり、人口増加と著しい経済成長が継続し、

都市部への人口集中が進んでいた。地価も長期的

には上昇基調にあり、住宅やオフィス需要も旺盛

であったことから、市街地再開発事業における事

業収支の見通しも立てやすい環境にあった。また、

建設業の担い手も豊富であり、工事費も比較的安

定していたことから、事業期間の長期化や資材価

格の急激な変動といったリスクは現在ほど大きく

なかった。加えて、基本的に地権者主体で進める

再開発事業において、現在と比べて地域コミュニ

ティも強固であったことから、再開発事業にかか

る合意形成についても現在ほど複雑ではなかった

とも考えられる。都市再開発法は、人口増加と経

済成長を前提とした社会経済環境のもとで制度設

計されている色彩が強い。 

(4)事業環境の変化と新たな課題 

しかしながら、今日の事業環境は都市再開発法

制定当時とは大きく変化している。 

人口減少や少子高齢化に伴い、土地に権利を持

つ従前権利者の高齢化が進み、増床に必要な追加

資金の負担能力の低下や生活再建に対する不安か
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ら、合意形成が難航するケースも増えている。ま

た、建物建設にかかる職人不足や資材価格の上昇

により工事費は高騰しており、事業収支の不確実

性は増大している。さらに、権利関係の複雑化や

権利者数の増加に加え、相続に伴う所有者不明土

地の存在など、権利調整及び合意形成に要する期

間も長期化する傾向にある。実際、大規模な都市

再生プロジェクトにおいては、構想段階から竣工

まで２０年近く要する事例も少なくない。このよ

うな長期間にわたる事業では、事業着手時と竣工

時との間に経済情勢や不動産市況、建設コストが

想定以上に変動する可能性がある。 

一方で、都市防災機能の向上やカーボンニュー

トラルへの対応、国際競争力強化など、都市に求

められる役割はむしろ増加及び多様化しており、

市街地再開発事業の重要性そのものが低下してい

る状況ではない。むしろ、限られた都市が持つ資

源を有効に活用しながら、陳腐化・老朽化した都

市機能の更新を図る手段として、その必要性は今

後も高いものと考えられる（図３）。 

 

 

 

 

 

 

 

図3 市街地再開発事業を取り巻く環境の変化 
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うな長期間にわたる事業では、事業着手時と竣工

時との間に経済情勢や不動産市況、建設コストが
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一方で、都市防災機能の向上やカーボンニュー

トラルへの対応、国際競争力強化など、都市に求

められる役割はむしろ増加及び多様化しており、

市街地再開発事業の重要性そのものが低下してい

る状況ではない。むしろ、限られた都市が持つ資

源を有効に活用しながら、陳腐化・老朽化した都

市機能の更新を図る手段として、その必要性は今

後も高いものと考えられる（図３）。 

 

 

 

 

 

 

 

図3 市街地再開発事業を取り巻く環境の変化 

 

 

 

 

(5)令和８年改正の意義 

こうした状況を踏まえ、令和８年の都市再開発

法改正では、所有者不明土地等への対応や事業手

続の合理化など、事業の円滑化を図るための改正

が行われた。これは、市街地再開発事業の基本的

な枠組みを維持しつつ、社会経済環境の変化に対

応するための見直しであり、制度そのものを大き

く転換する目的ではなく、人口減少や高齢化等社

会状況の変化に伴い、地権者をはじめとした関係

者の理解を得て事業を進める難易度が上がる中、

時代の変化に応じた機能強化と位置付けることが

できる。 

都市再生特別措置法が制定以来、社会情勢に応

じて幾度となく改正を重ねてきたように、都市再

開発法も、事業を取り巻く社会環境の変化を踏ま

えつつ不断の制度改善が行われてきた。市街地再

開発事業は、これまで長年にわたり都市再生に大

きく貢献してきた事業手法であり、その役割は今

後も変わるものではない。他方で、人口減少社会、

高齢化、建築費の高騰、事業期間の長期化など、

制度創設時には想定されていなかった課題も顕在

化している。今後も都市再生を着実に推進してい

くため、同制度が持つ基本的価値を維持しつつ、

地権者をはじめとした関係者の権利保全に最大限

の留意しつつ、実際のまちづくりの中で生じてい

る新たな課題に対し、時代に応じた制度改善を積

み重ねていくことが重要である。 

 

44．．現現行行制制度度ににおおけけるる課課題題認認識識とと今今後後のの制制度度改改  

善善とと方方向向性性  

前章まで述べたように、都市再生特別措置法及

び都市再開発法は、社会経済情勢の変化に応じて

幾度となく改正を重ねながら、これまで都市再生

に大きな役割を果たしてきた。もっとも、市街地

再開発事業を取り巻く環境が大きく変化する中、

実務の現場では制度創設時には想定されていなか

った課題も顕在化してきている。 

本章では、長年再開発事業に携わる担当者とし

て、実務上特に課題として認識している事項につ

いて述べることとしたい。 

(1)高齢権利者の生活再建と地区外権利変換の可 

能性 

近年、再開発地区についても権利者の高齢化及

び権利関係の複雑化が進んでいる。特に、市街地

再開発事業は等価交換が前提のため、事業前の生

活水準や業務維持に必要な床面積とするために一

定の規模まで増し床する場合、従前資産に加えて

金銭的な負担が必要となるところ、資金調達が限

定的な高齢者や従前資産価額の小さい権利者につ

いては、権利床取得のための金銭的な追加負担が

困難な場合も多い。また、再開発地区外へ転出を

選択した場合であっても、不動産価格が上昇傾向

にある今日において、代替不動産の取得も容易で

はないことから、生活再建の見通しを立てること

ができず、再開発事業への合意形成が困難な場合

も多くある。このような課題は、住宅用途が中心

となる再開発事業に限られるものでもなく、業務

系・商業系を含めた多くの市街地再開発事業に共

通する課題である。これら権利者の生活再建を円

滑に行うことは、事業の円滑な推進だけでなく、

再開発事業が公共的に必要な事業として地域社会

から理解と支持を得るためにも重要かつ不可欠な

ものと思われる。現時点においては、税制上の特

例措置や転居に要する費用をはじめ各種補償は存

在するものの、現実には転居先の取得が困難な場

合も多く、生活再建に対する不安が事業の合意形

成を難しくしている事例も多く見受けられる。 

現行制度においては、従前資産を有する権利者

が権利変換により取得する権利床は施行地区内に

整備される施設建築物とする前提で構成されてい

る。よって、仮に施行者が施行地区外に代替とな

る住宅等を確保しても、これを権利変換で取得す

る権利床とすることは想定されておらず、地区外

での生活再建を希望し、または地区外での生活再

建が合理的である権利者に対して、柔軟な選択肢

を提供することが難しい制度となっている。しか

し、人口減少社会において、住宅をはじめ既存ス

トックが豊富に存在する現在、施行地区外の住宅

や施行者が整備する代替住宅に対して権利変換を

可能とする制度について検討する余地があるので
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はないか。 

例えば、施行者が地区外で既存ストックを取得

または移転先となる建物を整備し、権利者間の権

利の衡平に配慮しつつ定めたルールに従い、一定

の権利者が当該建物へ移転することが可能となれ

ば、生活再建の選択肢が広がるため合意形成が円

滑となる可能性が期待できる。また、既存ストッ

クの有効活用につながる上、事業期間の短縮等に

よる事業採算性の向上といった効果も期待できる。 

人口増加を前提とした時代とは異なり、人口減少

社会においては「地区内で全員が再入居すること」

のみを前提とする必要性は相対的に低下している

ケースもあると思われる。権利変換の基本原則と

の整合性や公平性の確保など慎重な検討を要する

ものの、将来的には地区外権利変換といった制度

も検討に値するのではないだろうか（図４）。 

 

(2)長期化する事業と制度の柔軟性 

近年の市街地再開発事業は、事業検討段階から

竣工・事業完了まで１０年を超え、場合によって

は２０年近くを要することも珍しくない。その間、

事業を取り巻く社会的環境の変化は避けられず、

これに伴い工事費は大きく変動し、金利水準や不

動産市況、社会情勢も変化する。市街地再開発事

業については、法律制定当時と比べ、事業の長期

化に伴い事業にかかる不確実性は格段に高まって

いる。一方で、都市再開発法は、地区内の個人の

財産に一定の制限を課すため、権利者の権利の安

定や公平性を重視しており、そのこと自体は非常

に重要である。しかしながら、長期化する事業環

境の下、当該制度の公平性・安定性を確保しつつ、

取り巻く環境の変化に合わせた柔軟性をどのよう

に両立させるのか、今後ますます重要な課題にな 

 

 

 

 

 

図4 地区外権利変換イメージ 
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図4 地区外権利変換イメージ 

 

 

るものと思われる。 

また、本課題は都市再開発法だけではなく、都

市再生特別措置法に基づく都市計画についても同

様である。例えば、都市再生特別地区では、都市

計画決定時に都市貢献の内容を評価したうえで容

積率等の特例が付与されるところ、事業が長期化

する中、都市に求められる政策課題や地域ニーズ

が変化し、当初想定した都市貢献の内容が竣工時

には必ずしも最適とは限らない場合も考えられる。

権利者の権利保全及び都市計画の安定性確保を大

前提としつつ、社会的要請の変化に応じて都市計

画の内容を適正に見直すことができるよう、都市

計画変更手続きや都市貢献の評価手法についても、

一定の柔軟性を確保するための制度運用の在り方

について検討する余地があるものと思われる。 

所有者不明土地問題について今回の法改正によ

り一定の対応が図られたところだが、長期化する

事業環境の下では、引き続き事業の途中段階にお

ける計画変更手続きの円滑化、急激な工事費高騰

への対応策の検討、高齢権利者等の生活再建方策

の多様化、デジタル技術を活用した合意形成など、

新たな課題への制度的対応が求められる。都市再

生特別措置法及び都市再開発法は、それぞれ政策

制度と事業制度という異なる役割を担っているも

のの、いずれも事業期間の長期化や社会経済情勢

の変化を踏まえ、当該環境の変化を的確にとらえ

つつ、制度の実効性を維持・向上させるための不

断の見直しが求められるものと思われる。 

(3)制度に完成形はなく進化し続けるもの 

都市再開発法は昭和４４年の法律制定以来、半

世紀以上にわたり運用され、その基本的な制度構

造は現在においても高い合理性を有している。権

利変換といった手法が中核となる市街地再開発事

業は、都市機能の更新、防災性の向上、土地の高

度利用等を実現する制度として、全国で進められ

る都市再生に極めて大きな役割を果たしてきた。 

一方で、市街地再開発事業を取り巻く事業環境

は大きく変化している。人口減少や高齢化の進展

に加え、工事費や資材価格の高騰、人手不足等に

より工事期間は長期化し、事業にかかる不確実性

は従来に比べ格段に高まっている。また、保留床

処分に依存した事業スキームのみでは事業成立が

難しい地区も増加しており、民間資金の導入や多

様な資金調達手法の活用など、新たな事業スキー

ムの構築も重要な課題となっている。 

さらに、令和７年度の社会資本整備総合交付金

の要綱見直しに伴い、市街地再開発事業にかかる

補助対象事業は特定都市再生緊急整備地域や都市

機能誘導区域等へ重点化されるなど、限られた財

政資源を政策効果の高い地区へ重点配分する方向

へと転換が図られている。これは、今後の市街地

再開発事業において、厳しい事業環境の下、より

一層の経済的事業性や政策的意義が求められてい

ることを示しているものと思われる。 

加えて、高度経済成長期以降に整備された再開

発ビルの老朽化が進み、再開発の検討が必要な地

区も増加傾向にある。しかしながら、再開発ビル

は複合用途かつ複雑な区分所有関係や土地を共有

しており、その周辺の街区も含めた柔軟な用途転

換は容易ではなく、また、地域の人口動態や不動

産市場も踏まえると、更なる高度利用だけでは事

業採算性の確保が難しい地区も多い。市街地再開

発事業を行うためのハードルは、法律制定当時と

比較して、確実に高まっていると思われる。 

このように、事業を取り巻く社会経済環境は絶

えず変化しており、都市再開発法も完成されたも

のではなく、時代の要請に応じて改善を積み重ね

つつ発展していくべきである。現場で生じる課題

や社会のニーズを丁寧に拾い上げ、都度必要に応

じて法律等制度に反映させていく不断の見直しが、

市街地再開発事業の公共的な意義を維持し、持続

可能なまちを実現するために不可欠なものと考え

る。都市再開発法や都市再生特別措置法をはじめ

とする関係制度について、現場で生じる課題を丁

寧に拾いつつ、社会経済環境の変化に応じた改善

を積み重ね続け、市街地再開発事業を持続可能な

都市再生手法として発展させていくことが期待さ

れる。 
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55．．おおわわりりにに  

都市再生特別措置法は平成１４年の制定以来、

また都市再開発法は昭和４４年の制定以来、それ

ぞれ時代ごとの社会経済情勢の変化に対応しなが

ら改正を重ね、全国の都市再生を支える重要な制

度として機能してきた。 

都市再生特別措置法は、都市再生を国家的課題

として位置付け、官民連携のもと民間活力を最大

限活用するための枠組みを整備してきた。また、

都市再開発法に基づく市街地再開発事業は、老朽

化した市街地の更新や土地の高度利用、防災性の

向上、都市機能の集積など、多様な役割を果たし

ながら、我が国の都市構造の形成に大きく貢献し

てきた。 

人口減少社会や高齢化の進展、建設費の高騰、

人手不足など、事業を取り巻く環境は制度創設当

時とは大きく異なっている。一方で、都市の国際

競争力強化、防災性向上、環境負荷低減、地域の

魅力向上など、都市再生に求められる役割はむし

ろ多様化しており、都市再生の重要性そのものは

低下している状況にない。 

令和８年の都市再生特別措置法の改正は、この

ような社会経済情勢の変化を踏まえ、都市再生を

持続的に推進していくための制度的対応の一つと

考えることができる。本稿では、実務の現場にお

いて認識している課題について述べたが、これら

は現在の制度の有効性や市街地再開発事業の意義

を否定するものではない。むしろ、都市再生特別

措置法や都市再開発法が長年にわたり大きな役割

を果たしてきたからこそ、社会経済環境の変化に

伴い新たな課題が顕在化しているともいえる。 

制度は、一度構築され運用されれば完成するも

のではなく、現場における運用や社会の変化を踏

まえつつ、不断の見直しを重ねることによって進

化していく必要がある。実際に、都市再生特別措

置法も都市再開発法も、その時々の課題に応じて

改正が重ねられ、今日までその機能を維持し、発

展させてきた。今後、人口減少や高齢化がより一

層進むにつれ、都市再生を取り巻く環境はさらに

厳しさを増すことが予想される。このような状況

下においても、社会に求められる事業を着実に推

進していくためには、国、地方公共団体、権利者、

民間事業者、コンサルタントなど、事業に関わる

人たちがそれぞれの立場から知見を持ち寄り、相

互に連携しながら制度の改善と運用の工夫を積み

重ねていくことが重要である。 

都市の再生とは、単に老朽化した建物を更新す

ることだけではなく、都市の価値を次世代へ承継

し、将来にわたり持続可能な都市構造を形成して

いく活動ではないのだろうか。都市再生特別措置

法及び都市再開発法が、今後も社会経済情勢の変

化に柔軟に対応しながら、官民の知恵と経験を結

集するための基盤として機能し続けることを期待

したい。 
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